
 

様式第１ 号（ 第５ 条関係）  

 

補助金交付申請書 

 

令和７ 年〇月〇日 

 

 男鹿市長       宛 

 

 住 所 〇〇〇〇〇〇〇 

 

 氏 名 株式会社 〇〇〇〇〇 

                       代表取締役 〇〇〇〇 

 

 

 次のと おり 補助金等を交付さ れる よ う 申請し ま す。  

 

 

 １  補 助 金 等 の 名 称  中小企業省エネ対策等支援事業費補助金 

 

 

 ２  補 助 金 等 申 請 額  〇〇〇〇〇〇〇〇   円 

              （ 申請する 補助対象事業費の 2/3 を 記入。  

               ただし 上限額は製造業 …200 万円 

                      非製造業…100 万円）  

 

 ３  補助事業等の実施期間  令和７ 年〇月〇日 ～ 令和８ 年１ 月３ ０ 日 

             （ 更新・ 導入設備の工事発注予定日を 記入。  

              工事の発注・ 開始は交付決定後と なる ため、  

申請日から およ そ 10 日間ほど 間隔を 空ける こ と 。 ）  

 

 

 

 

  

 

 



 

様式第２ 号（ 第５ 条関係）  

事 業 実 施 計 画 書 

 

１ ． 事業計画 

事業名 事業期間 事業内容（ 具体的に）  

中小企業

省エ ネ 対

策等支援

事業 

令和〇年〇月〇

日（ 交付申請書と

同様）  

～令和８ 年１ 月

３ ０ 日 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇 

（ 現在の事業の状況、設備更新や導入によ っても たら

さ れる メ リ ッ ト 等を記入）  

 

２ ． 経費配分        ※金額は税抜き で記入し てく ださ い         ( 単位: 円)  

事業名 目・ 節 総事業費 補助対象 

事 業 費 

補助金等 

申 請 額 

備  考 

（ 積算内訳）  

中 小 企 業

省 エ ネ 対

策 等 支 援

事業 

 

 

 

 

 

 

 

計 

（ 例） 省

エネ設備

購入費 

 

（ 例） 設

置・ 撤去

工事費 

 

（ 例） 処

分費 

〇〇〇〇〇 

 

 

 

〇〇〇〇〇 

 

 

 

〇〇〇〇〇 

 

 

〇〇〇〇〇 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇〇〇〇〇 

（ 補 助対 象

事業 費の 合

計額の 2/3、

千円 未満 切

捨。  

上限 額… 製

造業 200 万

円、非製造業

100 万円）  

（ 例） 業務用冷凍

庫 一台 

 

 

 



 

様式第３ 号（ 第５ 条関係）  

収 支 予 算 書 

 

収入の部                             ( 単位: 円)  

 

区 分 

本年度 

予算額 

 

摘 要 

 

自己資金 

 

 

 

補助金 

 

 

 

 

計 

 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

（ 事業実施計画書の補助金等申請額と 一致）  

 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

支出の部                                                  ( 単位: 円)  

 

区 分 

本年度 

予算額 

 

摘 要 

（ 例）省エネ

設備購入費 

 

（ 例） 設置・

撤去工事費 

 

（ 例）処分費 

 

 

 

計 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

 

 

 

〇〇〇〇〇〇 

（ 上記収入の部の合計額と 一致）  

 

 

 



 

様式第４ 号（ 第５ 条関係）  

申請者概要書 

申請者の概要 

( 1) 申請者 （ 会社名）  〇〇〇〇〇〇〇 

     （ 法人番号）  〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 

⑵ 代表者役職・ 氏名 代表取締役 〇〇〇〇 

⑶ 住所 

（ 本社／所在地）  

〇〇〇〇〇〇〇〇 

⑷ 住所 

（ 事業実施拠点）  

〇〇〇〇〇〇〇〇（ 本社所在地と 同様の場合は「 同上」 ）  

⑸ 設立年月日   〇〇〇〇 年 〇 月 〇 日 

 沿革 

 

〇〇〇〇（ 事業開始時期、 本社所在地の変遷、 代表取締役の就任

・ 変更履歴など簡潔に）  

⑹ 資本金（ 出資金）         〇〇〇〇   円 

  主要株主 

 

 

 

株主名 株主住所 持株率 

〇〇〇〇 〇〇〇〇 〇〇. 〇％ 

   

   

⑺ 従業員数 

 

 

役員 従 業 員（ 人）  

事務系 営業系 技術系 合計 

〇 〇 〇 〇 〇 

⑻ 主たる 業種 〇〇〇業（ 日本標準産業分類等を参考に記入）  

⑼ 主な事業内容 

 

〇〇〇〇 

 

⑽ 売上高     〇〇〇〇   千円［  令和 〇 年 〇 月期（ 直近） ］  

（ 添付する 決算資料・ 確定申告書等の金額と 一致する こ と ）  

⑾ 連絡先 

担当者役職・ 氏名 

担当者所属部署名 

電話番号 

Ｆ Ａ Ｘ 番号 

E-mai l アド レ ス  

 

〇〇〇〇 

〇〇〇〇 

〇〇〇〇-〇〇-〇〇〇〇 

〇〇〇〇-〇〇-〇〇〇〇 

〇〇〇〇 

⑿ 他の補助金等の 

交付（ 申請） 状況 

〇〇〇 

※( 1) の法人番号欄には 13 桁の法人番号を記載し てく ださ い。 法人番号を持たない個人事業者 

 は記載不要。  

 ( 4) の住所（ 事業実施拠点） の欄には、 複数の事業所で実施する 場合は全て記載する こ と 。  



 

様式第５ 号（ 第５ 条関係）  

 令和７ 年〇月〇日 

 

 

男鹿市長          宛 

 

住     所   〇〇〇〇      

名     称   〇〇〇〇      

代表者の職氏名   〇〇〇〇      

 

 

誓 約 書 

 

 中小企業省エネ対策等支援事業の申請にあたり 、 次のこ と について誓約いたし ま す。  

 

１ ． 国税及び地方税について 

応募日現在において市税の全税目に滞納はあり ま せん。  

 

２ ． 反社会的勢力の排除について 

次の各号のいずれかに該当する 者ではあり ま せん。  

一 暴力団（ 暴力団員によ る 不当な行為の防止等に関する 法律（ 平成３ 年法律第７ ７ 号。 以

下「 暴力団対策法」 と いう 。 ） 第２ 条第２ 号に規定する 暴力団をいう 。 以下同じ 。 ）  

二 暴力団員（ 暴力団対策法第２ 条第６ 号に規定する 暴力団員をいう 。 以下同じ 。 ）  

三 暴力団準構成員（ 暴力団員以外の暴力団と 関係を 有する 者であって、 暴力団の威力を背

景に暴力的不法行為等を 行う おそれがある も の又は暴力団若し く は暴力団員に対し 資金、

武器等の供給を行う など 暴力団の維持若し く は運営に協力し 、 若し く は関与する も のを い

う 。 以下同じ 。 ）  

四 暴力団関係企業（ 暴力団員が実質的にその経営に関与し ている 企業、 暴力団準構成員若

し く は元暴力団員が経営する 企業で暴力団に資金提供を行う 等暴力団の維持若し く は運営

に積極的に協力し 若し く は関与する も の又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用

し 、 暴力団の維持若し く は運営に協力し ている 企業をいう 。 ）  

五 総会屋等（ 総会屋その他企業を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等を 行う おそ

れがあり 、 市民生活の安全に脅威を与える 者を いう 。 ）  

六 社会運動等標ぼう ゴ ロ （ 社会運動若し く は政治活動を仮装し 、 又は標ぼう し て、 不正な

利益を求めて暴力的不法行為等を行う おそれがあり 、 市民生活の安全に脅威を 与える 者を

いう 。 ）  

七 特殊知能暴力集団等（ 暴力団と の関係を背景に、 その威力を用い、 又は暴力団と 資金的

な繋がり を 有し 、 構造的な不正の中核と なっ ている 集団又は個人をいう 。 ）  

八 前各号に掲げる 者と 次のいずれかに該当する 関係にある 者 

イ  前各号に掲げる 者が自己の事業又は自社の経営を支配し ている と 認めら れる こ と  

ロ  前各号に掲げる 者が自己の事業又は自社の経営に実質的に関与し ている と 認めら れる

こ と  

ハ 自己、 自社若し く は第三者の不正の利益を 図る 目的又は第三者に損害を加える 目的を



 

も っ て前各号に掲げる 者を利用し たと 認めら れる こ と  

ニ 前各号に掲げる 者に資金等を提供し 、 又は便宜を供与する など の関与をし ている と 認

めら れる こ と  

  

 （ 責任者の連絡先）  

住  所： 〇〇〇〇 

所  属： 〇〇〇〇 

職・ 氏名： 〇〇〇〇 

電話番号： 〇〇〇〇-〇〇-〇〇〇〇 

Ｅ -mai l  ： 〇〇〇〇 

 

（ 担当者の連絡先）  

住  所： 〇〇〇〇 

所  属： 〇〇〇〇 

職・ 氏名： 〇〇〇〇 

電話番号： 〇〇〇〇-〇〇-〇〇〇〇 

Ｅ -mai l  ： 〇〇〇〇 



様式第６ 号（ 第５ 条関係）

令和７ 年〇月〇日

男鹿市長 　      　 　 宛

住所（ 証明事業者）
名称（ 証明事業者）
代表者の職氏名

※メ ーカー又は納入業者等の証明事業者の氏名等を 記入し てく ださ い。

１ ． 申請者情報

２ ． 設備情報

（ A） 〇〇〇 （ B） 〇〇〇

３ ． 次の計算式に記入し てく ださ い。
台数 C

既存設備 （ A） 〇 （ D） #VALUE!
導入予定設備 （ B） 〇 （ E） #VALUE!

〇〇. 〇 ％ ≧５ ％

※１ 　 既存設備の取得価格は、 固定（ 償却） 資産台帳の取得価格を参考に記入する こ と 。

※２ 　 既存設備・ 導入予定設備の性能等が記載さ れている カタ ロ グ等を添付する こ と 。

※３ 　 既存設備が古く カタ ロ グ等が入手でき ない場合は、 可能な限り イ ンタ ーネッ ト 等で情報を収集し 、

　 　 　 画面を印刷し て添付する こ と 。

※４ 　 行が不足する 場合は、 適宜、 追加する こ と 。

 ※５ 　 補助対象と する 全ての設備について証明が必要と なり ま す。

　 　 　 複数の設備を異なる 事業者から 購入する 場合は、 それぞれの事業者によ る 証明書が必要です。

〇〇〇
〇〇〇

（ D－E） ÷D×100＝

〇〇〇〇
（ 下記※印を参考に記入）

※比較項目（ １ 台当たり ） は「 消費電力量（ W/h等） 」 や「 消費重油量（ kl /h等） 」 、 「 ガス 消費量（ kW/h） 」 、
「 工作物一個あたり 消費電力量（ W/個等） 」 、 その他省エネルギー比較項目（ 燃費等） の中から 選択し てご記入く
ださ い。

上記比較項目エネルギー量 A A又はB×C

取得（ 予定） 価格 〇〇〇〇〇〇円 〇〇〇〇〇〇円

比較項目（ １ 台当たり ） ※ 既存設備 導入予定設備 備　 考

製造年 〇〇〇〇年 〇〇〇〇年
台数 〇 〇

設備名称 〇〇〇〇（ 商品の種類） 〇〇〇〇（ 商品の種類）
型番・ 型式等 〇〇〇〇（ 型式等） 〇〇〇〇（ 型式等）

既存設備 導入予定設備 備　 考
メ ーカー等 〇〇〇〇 〇〇〇〇

記

補助金申請事業者住所 〇〇〇〇
補助金申請事業者名称 〇〇〇〇

設備比較証明書

〇〇〇〇
〇〇〇〇
〇〇〇〇

　 中小企業省エネ対策等支援事業費補助金に申請する 下記設備について、 既存の設備と 比較し て、 省エネ
効果又は高効率効果は５ ％以上である と 判断し たこ と を 証明し ま す。
　 省エネ効果又は高効率効果の計算根拠資料の提出を 求めら れた場合は、 責任を も っ て説明及び計算根拠
資料の提出に応じ ま す。



様式第７ 号（ 第５ 条関係） （ 個人事業主によ る 申請）

付加価値額向上計画書 （ 単位： 千円）

前々期 前期 直近期 1年目 2年目 3年目

年　 月期 年　 月期 年　 月期 年　 月期 年　 月期 年　 月期

1. 売上高（ ①、 ④' ）

① （ う ち新事業分）

2. 売上原価（ ⑥、 ⑨' ）

3. 経費計（ ㉜、 ⑱' ）

4. 利子割引料（ ㉒、 ⑯' ）

5. 営業利益 0 0 0 0 0 0 ・ 「 5. 営業利益」 は「 1. 売上高」 から 「 2. 売上原価」 およ び「 3. 経費計」 を

6. 従業員の数 　 引き 、 法人会計と 一致さ せる ため「 4. 利子割引料」 を足し ま す。

7. 福利厚生費（ ⑲、 ル' ） ・ 「 6. 従業員の数」 は給料賃金の内訳の人数と 一致さ せてく ださ い。

8. 給料賃金（ ⑳、 ⑪' ）

9. 人件費 0 0 0 0 0 0

10. 減価償却費（ ⑱、 ⑬' ） 0 0 0 0 0 0

⑫ 普通償却費

⑫ 特別償却費

11. 付加価値額 0 0 0 0 0 0

⑭ 伸び率（ ％） #DI V/0! #DI V/0! #DI V/0!

こ れま での実績 事業計画期間の目標値

・ 「 9. 人件費」 は、 「 7. 福利厚生費」 と 「 8. 給料賃金」 の合計額です。

＜記入上の注意＞

・ 着色さ れたセルに入力し てく ださ い。

・ 「 11. 付加価値額」 は、 「 5. 営業利益」 、 「 9. 人件費」 、 「 10. 減価償却費」
　 の合計額です。
　 直近期と 比較し て、 付加価値額の伸び率が年率平均３ ％以上と なる よ う に目
　 標を設定し てく ださ い。

・ 各金額については、 添付する 確定申告書およ び青色申告決算書（ 収支内訳
　 書） と 一致する よ う に記入し てく ださ い。

・ 丸数字は青色申告決算書（ 一般用） 上の該当番号であり 、 アポス ト ロ フ ィ ー
　 がついた丸数字（ 文字） は収支内訳書（ 一般用） 上の該当番号です。
　 金額は千円単位で記入し てく ださ い（ 千円未満切り 捨て） 。

　 専従者給与およ び自身の所得金額は人件費に算入し ま せん。

・ 提出にあたっては、 直近期～前々期分の３ 年分の確定申告書の写し と 青色申
　 告決算書ま たは収支内訳書の写し を添えてく ださ い。

右記注意書き を参考に各年度分記入し てく ださ い



様式第７ 号（ 第５ 条関係） （ 法人等によ る 申請）

付加価値額向上計画書 （ 単位： 千円）

前々期 前期 直近期 1年目 2年目 3年目

年　 月期 年　 月期 年　 月期 年　 月期 年　 月期 年　 月期 ・ 千円単位で記入し てく ださ い（ 千円未満切り 捨て） 。

1. 売上高

① （ う ち新事業分）

2. 売上原価

3. 売上総利益 0 0 0 0 0 0

4. 販売費及び一般管理費

5. 営業利益 0 0 0 0 0 0

6. 従業員等の数 0 0 0 0 0 0

⑨ 有報酬役員数

⑨ 無報酬役員数

⑨ 正規従業員数

⑨ 非正規従業員数
( 1)

7. 人件費

8. 減価償却費 0 0 0 0 0 0
( 2)

⑫ 普通償却費
( 3)

⑫ 特別償却費

9. 付加価値額 0 0 0 0 0 0

⑭ 伸び率（ ％） #DI V/0! #DI V/0! #DI V/0!

こ れま での実績 事業計画期間の目標値

・ 「 7. 人件費」 は、 次の( 1) ～( 3) の合計額と なり ま す。

製造原価に含ま れる 労務費

派遣労働者、 短時間労働者の給与を 外注費で処理し た場合の当該費
用

販売費及び一般管理費に含ま れる 人件費（ 役員報酬、 給料手当、 法
定福利費、 福利厚生費、 賞与及び賞与引当金、 退職金及び退職手当
引当金、 雑給等）

＜記入上の注意＞

・ 着色さ れたセルに入力し てく ださ い。

・ 各金額については、 添付する 財務諸表と 一致する よ う に記入し て
  く ださ い。

・ 申請時点において直近決算期が近く 、 直近期の売上高等が未確定
  の場合は、 その前の決算期を 直近期と し て構いま せん。

・ 「 9. 付加価値額」 は、 「 5. 営業利益」 、 「 7. 人件費」 、 「 8. 減価
  償却費」 の合計額です。
　 直近期と 比較し て、 付加価値額の伸び率が年率平均３ ％以上と な
  る よ う に目標を 設定し てく ださ い。

・ 提出にあたっ ては、 直近期～前々期分の３ 年分の財務諸表の写し
  を添えてく ださ い。

右記注意書き を参考に各年度分記入し てく ださ い


